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て、あるいは関係団体とやっていただくように

要望してまいりたいというふうに思います。 

＋ ＋

○佐々木謙二議長 14番、小関勝助議員。 

○１４番 小関勝助議員 後に要望だけ申し上

げまして質問終わりたいんですが、水道事業の

広域化、これについては市長おっしゃったよう

に、やはり長井市の水道事業所がこれがよくな

ることがこれもちろん前提だと、私もそう思い

ます。しかし、ほかの市町村も今大変苦労して

いるということもこれ事実なんです。ですから

その辺はこれから、勉強会もしてるわけですか

ら、これを少しグレードアップといいますか、

ちょっと格上げをしていただいて具体的な取り

組みをお願いしたいとこう思います。 

 先ほど 上川の文化遺産については、やはり

いろいろな形で長井市のまちづくりにも影響す

るというようなことで県からも承っております。

ですからやはりまず今、知事の話も出ましたが、

まず知事の考え方は別としてもやはり本市も

上川の上流に位置する大事なそういう位置づけ

なわけですから、ひとつそういう観点からいろ

んな角度で県に働きかけ、そして沿川の市町村

と力を合わせてまず誤りのないような進め方を

お願いして質問終わります。ありがとうござい

ました。 

 

 

 髙橋孝夫議員の質問 

 

 

○佐々木謙二議長 次に、順位３番、議席番号10

番、髙橋孝夫議員。 

  （10番髙橋孝夫議員登壇） 

○１０番 髙橋孝夫議員 私は、革新クラブを代

表して、今後の市の行財政施策が真に市民生活

の向上に結びつくよう願いながら質問行います。

通告をしております３点につきまして順次質問

申し上げますので、明確な答弁をいただきます

ようにお願いをしておきたいと思います。 

 なお、重複をしてる部分もありますが、あわ

せて答弁をいただきますようにお願いを申し上

げます。 

 質問の第１は、施政方針についてです。 

 先週の施政方針の説明をお聞きして私は、短

目な文章ながら、その中にはさまざまな苦心の

跡が見えると感じたところです。 

 政府の言葉をかりれば「100年に１度の未曾

有の状態」と言われる中で、地方の小さな自治

体がどう喫緊の課題をクリアーし、同時に将来

の展望を指し示すことは本当に難しいことと思

います。今、大切なことは、いたずらに嘆いた

り、悲観したり、さまざまな言葉を重ねたり、

とっぴなことを言い合ったりすることではなく、

現状をしっかりと見きわめながら着実に取り組

みを積み上げていくことと私は思います。 

 しっかりと現状を把握をしながら、誤りのな

い取り組みを進めていただきたいと考えます。 

 私は、示された施政方針の中には初めて耳に

する内容あるいは方向性が比較的に多いとも感

じたところです。 

 そこでこの項では、理解を深めさせていただ

くために素朴に疑問に感じたことを中心にお聞

きをしたいと思います。 

 その第１点目は、長井ダムの試験湛水開始に

よる置賜野川の流水確保策について伺います。 

 施政方針では、「長井ダムについては平成22

年の完成を目指し、着々と工事が進められてい

ます。今年度中には試験湛水が開始され、平成

22年の春には水を満々とたたえた長井ダムの姿

が見られることと思います」と触れられていま

す。 

 長い期間を費やした長井ダム建設もいよいよ

本体に水をたたえるところまで来たということ

になります。 

 喜ばしいこととは思いつつも、同時に「ダム

が完成したら置賜野川は常時上流からの流水が
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確保できるのか」というこの間感じてきた率直

な疑間を改めて感じさせられたところです。 

＋

 そこで、まず企画調整課長に伺います。施政

方針では「今年度中には湛水が開始され」と触

れられておりますが、具体的には、いつごろか

ら、どれくらいの期間にわたって試験湛水が行

われるのか、湛水量はどの程度を予定している

のかについて明らかにしていただきたいと思い

ます。 

 試験湛水の時期にもよりますが、現状でも６

月ごろからは置賜野川は上流から水が流れては

いません。下流域に流れているのは、河川の途

中の水路からの生活雑排水がまじった水だけと

いう状態が続いています。 

 これがさらにひどくなるということになりは

しないか心配です。 

 また、冬期間ということになれば、今度は市

内の小さな河川や消流雪用の水路への影響はな

いのでしょうか。 

 いずれの時期にしても市民生活に影響が出た

り水が流れないことによる河川への影響も配慮

した上での対処が求められていると考えます。 

 この間、長井ダム工事事務所とはどういった

内容で調整が図られているのか、その上でどの

ように対応する考えなのかについてもお聞かせ

をいただきたいと思います。 

 私は、置賜野川について18年前からたびたび

質問をさせていただいておりますが、依然とし

て理解できないのは、申し上げましたように置

賜野川は本当にかつてのような年間を通して上

流から水が流れる川になるのかということです。 

 この間の答弁では、「これまではなかった水

利権があるから」などという内容のことが触れ

られてはいるものの、実際はどうなるのかにつ

いては明確なものは示されないままに推移して

きたと私は感じています。 

 しかし、試験湛水が始まる状況にまでなった

わけですから、はっきりしなければならないと

私は思います。 

 平成22年のダム完成後は、置賜野川には上流

からの水が流れないということが生じないよう

に水利権の問題について明確に協定などを取り

交わす必要があると私は思いますが、どうでし

ょうか。企画調整課長の見解をお聞かせいただ

きたいと思います。 

 ２点目は、都市と農村、消費者と生産者の交

流による効果をどの程度想定しているかについ

て伺います。 

 施政方針では、「農業体験・教育旅行などに

よるグリーンツーリズムの推進を図り、４月か

ら本絡的に立ち上げるながいファン倶業部との

組み合わせも視野に入れながら都市と農村、消

費者と生産者の交流による交流人口の拡大を図

ってまいります」と触れられています。 

 私は、この考え方は今後の方向性としては大

事な取り組みであると感じていますし賛成です。

既にいろいろな取り組みが小規模ながらも展開

されている分野もあるとお聞きをしております。

本当に頭が下がる思いです。 

 ただ、こういった取り組みが単発的なもので

あったり、個人の努力にいつまでも頼るような

ことがあってはならないとも感じています。 

 そこで農林課長に伺います。現状では都市と

農村あるいは消費者と生産者の交流はどのよう

に展開をされているのか、その規模はどうなっ

ているのか、お聞かせをいただきたいと思いま

す。 

 同時に、それらの取り組みには行政はどうい

ったかかわりをしてこられているか、現状で感

じている課題などはないのか、率直な状況をお

聞かせいただきたいと思います。 

 市長に何います。交流人口の拡大を図ること

は大切なことですが、私は一朝一夕にできるも

のではないし、その交流の土台づくりも大変な

取り組みの継続が不可欠と感じています。 

 一時のはやりやブームに乗ったものにはした
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くありません。 

 市長が考えておられる交流人口の拡大を図る

ための計画や将来的に想定しておられる規模、

そしてそのために何から取り組みを進めようと

構想しておられるのか、お聞かせをいただきた

いと思います。 

＋ ＋

 あわせて現状ではどういう検討に入っている

のかについても明らかにしていただきたいと思

います。 

 私は、施政方針では一くくりにされています

が、実際は行政内の各担当部署でそれぞれに取

り組まれているというのが実態ではないかと感

じています。 

 交流人口を拡大するという目的を具体化する

ためには、それぞれの担当部署で展開されてい

るあるいは展開しようとしている内容と具体的

な取り組みについて集約する機会、意見交換の

場所が必要ではないかと考えます。 

 年に２回程度そういった機会を積極的に設定

をしながら、ばらばらではなくトータルに、そ

して情報交換や連携し合いながら進めていくこ

とで、全体の動きも把握できるのではないかと

考えます。 

 ぜひ組織的な展開を図っていただきたい考え

ますが、市長の見解をお聞かせいただきたいと

思います。 

 ３点目は、かわまちづくり支援事業について

建設課長に伺います。 

 聞きなれない、しかし、どこかで聞いたよう

な、これまでもあったような事業という感じで

施政方針を開いたところです。 

 ところが、私がそのように感じたのは、単に

私の不勉強であったことが建設課長からいただ

きました資料を見て判明しました。恥じ入るば

かりです。 

 よって、初歩的なことで恐縮ですが、以下お

伺いをいたします。 

 １つは、いただいた資料、かわまちづくり支

援制度要綱の附則では、「ふるさとの川整備事

業、桜づつみモデル事業、レイクタウン整備事

業、水辺プラザ、水と緑のネットワーク整備事

業、まほろばの川づくリモデル事業は廃止す

る」とされている。 

 そうなりますと、この間進めてきた事業はど

うなるのかについて、まず教えていただきたい

と思います。 

 ２つは、かわまちづくり整備計画を立案する

ために既に昨年８月から県や商工会議所、観光

議会、フットパス推進会議など７団体と行政と

で構成する打ち合わせ会議が開催されているよ

うです。 

 その結果、かわまちづくり整備計画そのもの

は策定をされているのか、策定されているとす

ればその内容をお開かせをいただきたいし、ま

だの場合はいつまでに策定されようとしている

か、お聞かせをいただきたいと思います。 

 ３つは、長井市は今後、具体的にどういった

事業を展開されようと構想しているのか、お示

をいただきたいと思います。 

 質問の第２は、景気・雇用対策についてです。 

 施政方針では、「長井市においても大規模な

生産調整や人員整理を余儀なくされている企業

も多く、企業活動、市民生活は非常に厳しくな

っていると認識をしています」と触れられてい

るように、どこまで、どれくらい景気が落ち込

むのか、労働者の雇用や労働条件がいつまで、

どれくらい悪化するのかが全く予想できない状

況が続いていると言わざるを得ません。 

 そのことは２月17日の全員協議会に示された

ハローワークの有効求人倍率が12月段階では長

井管内で0.42であったものが、先日の新聞報道

ではさらに悪化していることに端的にあらわれ

ています。 

 そして新聞報道は、連日にわたって企業の収

益の悪化、派遣社員どころか正社員の人員整理

の提案がなされていること、自殺者が増加をし
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ていること、生活を維持するために主婦が働き

に出る必要から認可保育所への待機児童が増加

をしていることなどであふれかえっています。 

＋

 極めて深刻な事態であり、市民生活を圧迫し

始めていると感じます。 

 私は、昨年12月定例会以降は、この問題で議

論を積み上げていくことが続くものと感じてい

ます。 

 そういう認識に立って今回は、状況把握と市

の方針、そして当面の施策について以下お伺い

いたします。 

 １点目は、市内の現状はどうなっているかに

ついて商工観光課長に伺います。 

 昨年末から私の周辺でもさまざまなことが言

われ始めました。 

 「息子の会社で首切りがあった。息子はその

対象にはならなかったが、帰休ということで毎

日うちにいる」。「会社から解雇された。今は

失業保険で生活をしている。再就職のためにと

無理して大型免許を取ったが、仕事は遠隔地で

ないと見つからない」。「会社の仕事が減って

夜勤がなくなった。日勤だけになった。だから、

夜の会合は大丈夫になった。残業ももちろんな

くなった」。「受注が減り仕事がない。よって、

土日だけではなく、月曜日も火曜日も水曜日も

休みだ。場合によっては、１週間に出勤は１日

か２日ということもある。会社は今は首を切り

たくないと言っているが、だんだん休みの頻度

がふえている」。「解雇され生活がきついので

いろいろ切り詰めている。新聞もやめた」とい

うような声や動きが日を追うごとにふえていま

す。 

 そして「どこそこの会社では、首切りをした

らしい」、「どこどこではまた人員整理をする

らしい」といううわさがしきりになっています。 

 私は、私の周辺のことしかわかりませんし、

うわさ話で聞かされてもその会社に知人などが

いない限り実情はわからないというのが実態で

す。 

 しかし、市内の状態がどうなっているのか、

市議会議員は当然に知っているものという感覚

で「どうなっているか」と聞かれたりすること

も多いのが現実の姿であり、なかなか対処に因

ることがふえているのも事実であります。 

 市議会に対しては昨年12月定例会の前に市内

企業の状況調査報告書が提出されていますが、

それ以降は全く報告もないままに時間だけが過

ぎていることもあって、12月以降どうなってい

るのかは申し上げたように断片的な情報に頼る

しかないというのが実態です。 

 私は、これでは対応策をと言われても難しい

し、実態を把握しないで対応策など議論できな

いのではないかと感じます。 

 商工観光課を中心に各種の調査を展開されて

いると思いますし、12月４日に立ち上げた緊急

経済対策本部では常時情勢把握がなされている

と思います。 

 ぜひ昨年以降の具体的な現状についてお聞か

せをいただきたいし、可能な限り資料として早

急に示していただきたいと思いますが、いかが

でしょうか。商工観光課長の見解をお聞かせく

ださい。 

 ２点目は、（仮称）経済雇用対策本部の内容

について伺います。 

 施政方針によりますと、当初は緊急経済対策

本部として立ち上げ、その後、緊急経済・雇用

対策本部となり、今度は経済雇用対策本部とし

て立ち上げ、「これまでの期間眼定の緊急かつ

短期的な対策本部を強化し、年間を通じた組織

体制を構築し、市民の皆様、企業の皆様に対し

恒常的な支援体制をとってまいります」として

います。 

 私は、本部の名称を変えることの必要性は感

じませんし、昨年12月に立ち上げた対策本部で

これからもすべて対応していくものと考えてお

りましたから、何が違うのだろうかと素朴に疑
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 国主導で行う各種事業を展開することも、企

業誘致・受注拡大も本当に大事です。 

間を感じたところです。 

 そこで商工観光課長に伺います。（仮称）長

井市経済雇用対策本部は、１つは、これまでの

対応のほかに新たに何の分野を所管することに

なるのか。 

 しかし、これまでの状況や現状の景気実態を

見れば時間がかかってしまうことも残念ながら

事実です。 

 市民生活は、それを待っていられるほど余裕

はないとも私は感じます。 

 ２つは、対策本部を構成する者に変更がある

か、第三者や専門家などもこれまでのほかに加

えるということになるのかどうか。  申し上げましたように、今、市内の企業で働

いている人たちは、雇用は確保されていても、

「夜勤、残業がなくなって手取り額が大幅に減

った」、「仕事がないから休んでくれと言われ

るが、結局は給料が減り大変だ」、「生活を切

り詰めることはできる範囲では仕方がないが、

ローンなどの支払いは本当に大変だ」という状

況になっています。 

 ３つは、具体的にいつ立ち上げるのかについ

て、お聞かせいただきたいと思います。 

 そして４つは、施政方針に示されている「企

業誘致・受注拡大などに資するネットワーク形

成事業において、専門のコーディネーターを配

置し」とありますが、具体的にはどなたを考え

ておられるのか明らかにしていただきたいと思

います。  しかし、休みだからといってアルバイトをす

ることもできないというのが現実の姿です。 

＋ ＋

 市長に伺います。今後は、私ども議会にも適

宜報告をいただきたいと思いますが、いかがで

しょうか。見解をお聞かせいただきたいと思い

ます。 

 過日の新聞報道では、「休暇中のアルバイト

を認める企業が出てきた」という記事が載って

いましたが、この辺ではまだそういう措置をと

られていないと感じます。  ３点目は、市の具体的な施策展開の考え方に

ついて市長に何います。  そこで、２つのことを申し上げたいと思いま

す。  私は、当面早急に対処していく内容について

お聞きをしたいと思います。  １つは、生活維持のためにあくまでも希望者

にアルバイトを容認するよう企業に働きかける

ということも緊急的な対処策として考えられる

のではないかということです。 

 施政方針では、「短期的に対処しなければな

らない雇用などについては、国の緊急経済対策

としてのふるさと雇用再生特別基金事業や緊急

雇用創出事業を平成23年度まで実施し、当面の

雇用の確保に努めてまいります。同時に、企業

誘致に努め、地場企業の受注拡大などのお手伝

いをしてまいります」としています。 

 もちろん行政指導などという形でなく、実際

に実施している企業の例を紹介するなどの手法

をとるというようなことができないものかと思

います。 

 それで少しでも生活維持につながるのであれ

ばと考えますが、いかがでしょうか、市長の見

解を伺います。 

 私は、このことはこのことで大事な取り組み

だと思いますし、鋭意展開いただきたいと思い

ます。 

 ２つは、実際に生産調整が行われていて本来

の仕事ができないという企業などには行政が、

１つは、その企業が持っている生産手段やノウ

ハウを生かす形での仕事発注ができないかどう

 ただ、本当に今何ができるのか、何をしてい

くことが求められているのかという点では、残

念ですが具体的な内容が見えにくいとも感じま

す。 
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かの調査を早急に行い、可能であれば実施に移

していくこと。２つは、企業の生産手段とは全

く異なる行政の仕事であっても、社員を休業さ

せておくよりは何らかの仕事を任せるというこ

とはできないかどうかの検討と意向調査を実施

をする。３つは、そのために行政内部で何が可

能かの調査・研究を行う。４つは、早期に実行

に移すために、国の事業要綱や認定を待つので

はなく実施できるよう国に対して事後承認と制

度改正を求めていくことに取り組まれてはいか

がでしょうか。 

＋

 もちろん行政が一方的にできるものではあり

ませんし、内容も精査が必要と思います。 

 それでも実施をする価値はあると思いますが、

市長の見解を伺います。 

 質問の第３は、組織見直しと人事政策につい

て伺います。 

 この件に関しては12月議会でも質問させてい

ただいておりますので、簡潔にお聞きをしたい

と思います。 

 １点日は、上下水道課の設置と一連の見直し

策の効果について市長に伺います。 

 100名を超える職員がこの10年間に退職をし

ており、職員の減少が著しいこと。その結果、

１人当たりの業務量が年々増加し、個々の能力

向上には限界があること。よって、組織として

の力を強化し、柔軟で機能的な組織をつくるた

め見直しを進めたこと。その結果、これまでの

20課２室51係から20課６室40係とし、上下水道

課を設置するという条例改正案が提案をされて

います。 

 私は、今、議会で議論しなければならない課

題は、申し上げたように景気・雇用をどうする

かであり、何でこの時期に組織機構見直しの議

論をする必要があるのかと率直に感じました。 

 内容を見れば納得できるものと疑間を感じる

ものがあり、正直に申し上げて複雑な思いです。 

 そこで市長に伺います。１つは、この見直し

の全般的な効果をどう想定しておられるのか、

お聞かせいただきたいと思います。 

 ２つは、上下水道課の設置については、以前

もこの考え方があり、結果は具体化をしなかっ

たわけですが、当時と何が変わっているのか、

一体となることで旧来と何が違うのか、新たな

効果があるのか、そして市の公共事業の数では、

水道事業と下水道事業が市の事業の大半を占め

ている。それなのに一本化にすることは強大な

権力を集中させることになり、問題が発生しな

いのか、水道事業は企業会計、下水道事業は特

別会計と異なっておりますし、職員も企業職員

と一般職が混在すること、会計年度が異なるこ

となどの混乱が生ずるのではないかと思います

が、いかがでしょうか。 

 そして３つは、この組織見直しの結果、市の

組織は市民にとってわかりやすいものになるか、

こういったことを市民は今望んでいると考えて

おられるかなどについてどのように整理をされ

たのか、お聞かせをいただきたいと思います。 

 ２点目は、これまでの教訓は生かされている

のかについて市長に伺います。 

 私は、教育委員会ではこの問、展開してきた

学校建設や生涯学習施設建設あるいは整備等の

ハード事業では、少なからず担当した職員に犠

牲が出ていることを忘れてはならないし、繰り

返すことがあってはならないと考えています。 

 担当者がこの間、羅病し亡くなっていること、

突然退職してしまっていること、みずから命を

絶ってしまっていることなど忘れてはならない

ことが多くありました。 

 原因は、１つは、ほとんどを担当者任せとい

う状況にしてきたこと、２つは建設や整備とい

う専門知識をほとんど持たない一般行攻職の職

員に担当させ、業者などとのやりとりもすべて

求めてきたことなどがあったと私は感じていま

す。 

 組織見直しでは、学校耐震化事業を展開する
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＋

○内谷重治市長 髙橋孝夫議員のご質問にお答え

いたします。 

ために教育委員会管理課に施設整備室を設置す

ることとされています。 

 議員からは非常に広範囲に具体的な提案も含

めたご質問いただきました。時間もありません

ので、簡潔にお答えさせていただきたいと思い

ます。抜けてる部分がございましたら後ほどご

指摘いただければというふうに思います。 

 私は、別段室を設置しなくても建築関係の技

師などの職員を複数配置することで事足りると

考えます。 

 市長に伺います。１つは、なぜこの部署が室

で進める必要があると判断をされたのか。２つ

は、配置する職員は当然に専門の知識と資格を

持った職員を記置することが必要と思いますが

どうかについてお聞かせをいただきたいと思い

ます。 

 まず第１に、都市と農村、生産者と消費者と

の交流による効果をどの程度想定してるかとい

うことでございますけども、髙橋議員おっしゃ

るように、きちんとした交流の土台づくりをま

ずしていく必要があると。その計画をどういう

ふうに計画されてるか、あるいは規模をどうい

うふうに見てるかとか、そういったことについ

ては残念ながらこれからでございます。 

＋ ＋

 ３点目は、職員体制はどうなるのか、採用計

画はについて何いますが、時間の関係で大幅に

カットをさせていただいて、この項については

退職者の３分の１を採用するというこれまでの

ルールを見直しを図ってはどうかという点と今

後の職員採用計画を策定する必要があるかとい

うことを申し上げておりますので、これらにつ

いて市長の見解をお聞かせいただきたいと思い

ます。 

 まず一番難しいのは、交流を行政が進めるん

じゃないということなんです。交流の担い手と

いいますか、やり手が行政ではないということ

です。市民だということです。ですからそうい

った市民が残念ながら長井には少ない、そうい

う活動される市民が少ないのが現状です。です

からそれを市民の皆様あるいはいろんな団体の

中でぜひしたいという考えのお持ちの方、市民、

個人、団体いらっしゃいますんで、そちらやっ

ぱりつなげていくというコーディネーターの役

割が行政の役割であろうと。ですから行政が勝

手に計画をつくって、どのぐらいの交流人口を

目指すんだということは私は当たらないんじゃ

ないかと。やはりあくまでもそういった組織も

まだつくっておりませんので、市民との皆様と

の組織をつくりながら、将来長井市としてどう

いうふうに考えていくかということを市民から、

あるいは団体から意見をいただいてから行政と

しての計画をつくる必要があるんじゃないかと

いうふうに思っております。 

 ４点目は、人事政策との結合が必要ではない

かについて伺います。 

 私は、組織をいじくるということと人事異動、

人事政策が一体でなければならないとこの間も

考えてまいりました。しかし、残念ながらそう

はなっていないという状況が随所に見られます。

特に職員を育成をしていく、仕事を遂行する上

で本当に大切な職員を育てていくという体制か

らいえばこの間不十分だったというふうに思い

ます。 

 それを解消するためには、組織機構を見直す

ことはもちろん大切なことですが、一方で人事

政策もそれに合ったものにしていくことが必要

と考えております。その意味で今後どうなされ

ようと想定、考えておられるのか、市長の見解

をお伺いをして壇上からの質問を終わります。

ご清聴ありがとうございました。（拍手） 

 組織的展開を図るためには、残念ながら項目

としてはずっと上げておりましたけども、これ

は何年も前から私の前の市長も、その前の市長○佐々木謙二議長 内谷重治市長。 
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も言ってたと思いますけども、じゃあ具体的に

どういう組織があるのか、計画あるのか。全く

ありません。ですかこれをつくっていかなきゃ

いけないというふうに思っております。済みま

せん。不十分かもしれませんが、どんどん進め

ます。 

 ２点目の議会に対して適時報告をいただきた

いと思うがいかがかということでございますが、

ご指摘の部分については極力配慮してきたつも

りなんですが、欠けていた部分もあったかとも

思います。そういった意味ではおわびしなけり

ゃならないと思いますが、例えばハローワーク

側のデータも私がやっぱり今座談会等々、２月

やっておりましたんで、毎日のように聞いてま

した。「どうなってる、どうなってる」。しか

し、「残念ながらハローワークの発表はないん

です」と。ですから２月末まで、３月の初めま

で12月の状況しか私も知りませんでした。です

から決して我々行政側の方で情報を抱えて議会

の方にお示ししてないということはございませ

んでした。しかし、きちっとした報告等々欠け

てる部分もあったかもしれませんので、それら

については今後どういうタイミングで提供させ、

どのような方法をとったらいいのか、その辺な

んかもまずは商工観光サイドですから産業・建

設常任委員会等々に相談して決定してまいりた

いと思います。 

＋

 あと市の具体的な施策展開ということであり

ますけども、アルバイト容認の働きかけを行う

こと、行政サイドで発注できる仕事がないかと

か、さらに国の制度の事後承認化を求めること

など具体的な提案いただきました。 

 アルバイト容認の働きかけについては、商工

会議所などからの情報を得て必要な場合は市と

して呼びかけることも可能だと思います。確か

に具体的なものというのは、あんまりありませ

ん。そういった意味でやっぱりアルバイトをこ

ういう事例があるからということで企業に呼び

かけるというよりも、私が考えてるのは、まだ

内部で詳しく説明しておりませんが、経済雇用

対策本部なり協議会なりをつくったら定期的に

その状況を企業とか、あるいは市報等できちっ

とお知らせすると。ですから企業にそういった

こういう報告会あって、こういう意見出ました

ということでやっぱり定期的に出していく、情

報ですね、そういったことがいいんじゃないか

なと。文書でとりたててこういうことでという

よりは私はそういった行政だけがやるんじゃな

くて、民間企業と市民と、あと行政と一体とな

ってこの対応をどういうふうにしていくかとい

うふうな考えるそういった仕組みを考えている

ところでございます。 

 あと仕事の発注でありますけども、地元企業

への発注を拡大することは当然ということに考

えておりますし、雇用を確保する業務について

は緊急雇用対策に係る検討についていろいろ行

ってきた経過がございますけども、国の動向を

見ながら対応を検討していきたいと。 

 あと具体的な氏名等々という質問ございまし

た。それについては商工観光課長から話あるか

もしれませんが、やはり幸いなことは民間の企

業で市の製造業の受注を拡大あるいは企業誘致

等々の情報で協力していただけるいろんな協議

会が、あるいは協同組合ございます。そういっ

たところにお願いいたしまして、もちろん企業

にとってもメリットありますし、市全体として

そういった人的なネットワークを構築して具体

的なそういった取り組みできるように21年度予

算の方計上させていただいておりますが、そう

いったところで、ちょっと歯切れ悪くて恐縮で

すけども、具体的にねらった分野の仕事をふえ

るような、たまたま人といろんな交流のネット

ワーク構築できる部分あったもんですから21年

度出したと。しかし、普通の市町村でそんなこ

とできないと思います。それは幸いにも市内の

民間企業の方からのご協力あるいは協同組合か
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らご協力あったからできたというふうに思って

ます。国の制度の提案についても新たなもの必

ず第２弾出てくるはずですけども、まずできる

だけ早く出すようにお願いしていきたいと。や

っぱりそのように強く要望していかなきゃいけ

ないと思ってます。 

＋ ＋

 次に、３点目の上下水道課設置等一連の見直

し案の効果ということであります。髙橋議員の

方からは非常に厳しいお話がありました。なぜ

今さらこの景気・雇用が大変なときに組織改革

なんてやってんだと。私は、全く逆です。だか

らこそしなきゃいけない。というのは市の職員

が全部経済・雇用対策のために人的資源を傾注

できればいいんですけども、そうじゃないです

よね。議員もおわかりだと思いますが、今の市

役所の組織、それこそ組織と人事は一体と言い

ますけども、人材育成の部分、これは一朝一夕

できないですよね。５年、10年の話なんですよ。

ですから５年、10年その部分が弱かったという

ことにほかならない。あとは職員の構成が、大

体20代から50代までいるわけですね。50代が半

分の組織なんていうのは普通あり得ないですよ

ね。しかも50代の多くが管理職だと、こういう

組織になってしまってるわけですから、これは

もう組織を変えないでどういうふうにしてじゃ

あ活性化したり、あるいは少ない人数の中で、

12月にも安部議員からもご指摘、ご意見もいた

だきましたけども、100人も減ってる中で、今

までの組織の方がむしろおかしいというふうに

私は思います。 

 ですから具体的な質問にも答えなきゃいけな

いんですけども、例えばその後の人事政策で、

例えば以前あったような１人の職員だけに責任

を負わせて孤立化させるようなそんな人事組織

体制であってはならない。 

 ですからまず上下水道については、これはい

ろいろ異論があるかもしれません。しかし、一

本にすることによって巨大な権力ということは

ないと。組織を一つにして何が巨大な権力でし

ょうか。私は、それ理解に苦しみます。今は、

指名審査じゃなくて一般競争入札ですから、指

名でこの業者だけとかそういうことは一切しま

せんし、むしろ市民サイドから見たら水道も下

水も一つのところでできるわけですよ。内部的

にいえば今までセクト主義で、それこそ係、担

当によって調整なかったんですよ。隣の席の人

と調整してないということが往々にしてあった

と。今はないというふうに思っておりますが、

それをさらに有機的に結合するためには上下水

道課というのはいろいろ問題もあるかもしれま

せんけども、時代の趨勢としてやはりやってい

くべきだろうというふうに思ったところでござ

います。 

 あとは職員の人事とか組織の部分で申し上げ

ますと、職員のこれから採用計画を立てていく

ときに、 後にもご質問いただいたように、今

までの３分の１ルールというのは、もう既に22

年までの計画なんですが、20年度でほぼ達成し

たと。22年まで職員を300名にするというのが

20年度で301名になっておりますので、21年度

につきましては、午前中ご質問いただきました

蒲生光男議員のコア業務とは何たるかというこ

とも含めて何人必要だかという議論していくと、

これかなり大変だと思います。しかし、新たな

時代の要請あるいは市民の要請にこたえていく、

そういったための残念ながら人的余裕は今ない。

ですから組織を新たにして、しかも今まで１人

で例えば幾つかの仕事を担当してるわけですね。

副主任みたいなこと置いてますけども、実際は

その人だけですよね。それを室にすることによ

って総合的に協力し合う、補完し合うという体

制ができるだろうと。グループ制とはちょっと

違いますけども、そして室を設けたところにつ

いては新たな業務を実は今までやってこなかっ

た部分をすべてつけてると。そういうふうにし

ないと残念ながら新しい仕事を遂行できる人員
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 湛水期間中、１月から４月まで水はけ口から

上の水位になってからの野川への流水ですが、

長井ダムからは河川の維持用水としてダム直下

で0.3トンパーセカンドを確保、また野川への

流入する沢や川の水量も入れますと野川まなび

館裏の平山基準点というところですが、平山基

準点で１トンパーセカンドを確保できるように

ダムの方で調整して流されるということになり

ます。その調整点の下流については、三合田川

なり３号幹線の水の水路からの流入が加わり水

量がふえて流れるということになります。 

体制にはなってないというふうに思ってるとこ

ろでございます。 

 ちょっと抜けたところがあるかもしれません

が、後ほどご指摘いただければありがたいとい

うふうに思います。私の方から以上です。 

○佐々木謙二議長 遠藤健司企画調整課長。 

○遠藤健司企画調整課長 髙橋孝夫議員のご質問

にお答え申し上げます。 

 長井ダムの試験湛水の時期、期間、量はとい

うふうなことでございます。長井ダム試験湛水

は、平成22年１月から開始の予定となっており

ます。  ２点目の長井ダム完成後の野川の水量あるい

は水利権の問題についてお答え申し上げます。

長井ダムが完成した後の野川の流水管理は、ダ

ム建設当時の計画では通年通し、維持用水とし

て先ほど申し上げましたダム直下で0.3トンの

放水を行うことになっております。 

 湛水は、長井ダム上流から流入する水をとめ

ますが、その時期の雨量、水量により満水にな

るまでの期間が変わってきます。現在のところ

の推測ですが、過去の管野ダムの流入量の平均

データから見ますと平成22年４月ごろにはサー

チャージ水位と言われる 高水位まで水がたま

る見込みと考えております。 

 渇水期となる夏場ですが、今申し上げました

低の県のダムからの0.3トンパーセカンドの

放水後に思の入沢等の沢からの流入あるいは新

野川第一発電所の発電に使用する水量、そこか

ら野川土地改良区に回すかんがい用水路との差

の水量の差が野川に戻るというふうなことにな

ります。渇水期でも先ほど申し上げたとおり１

トンパーセカンドの流量を野川まなび館裏の平

山基準点で確保するというふうな計画となって

おります。 

 その際の総貯水量は、5,100万立方メートル

というふうなことでございます。 
＋

 この１月から４月までの期間、湛水期間です

が、これは湛水を行いながら下流には野川土地

改良区での必要量２トンパーセカンド、秒当た

り２トンに河川の維持に必要な0.3トンパーセ

カンド、１秒当たりの立方当たりメートルを加

えて流すということです。 

 今維持流量は0.3トンパーセカンドと申し上

げましたが、長井ダムから上流部の沢等からの

流入量、雨量等が大きければ……。 

 しかし、試験湛水の開始時期は、ダム堤体の

直下にあります利水放流管、川へのはけ口、水

ののみ口の高さまで水がたまる７日間必要だと

いうようなことです。この７日間は、ダム堤体

から自動的には水は流れません。この期間はポ

ンプによって１トンから２トンパーセカンドを

野川に流すということになると伺っています。

この期間だけは市内で水が不足するおそれがあ

るため関係機関で対応について協議を行ってお

りますが、事前に広報で市民の皆様に周知させ

ていただきたいというふうに思います。 

○佐々木謙二議長 企画調整課長に申し上げます

が、簡潔に答弁してください。 

○遠藤健司企画調整課長 自然にダムの常時満水

時、一番上の部分を超えた部分が野川に流れま

すので、その分も量もふえるというようなこと

になります。 

 置賜野川の水利権ですが、置賜野川の水量を

確保するためのものとして長井市が所有してい
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 また、平野地区におきましては、長井市水田

農業推進協議会の売れる農産物拡大推進事業に

よりまして支援をいたしております。 

るものはございません。 

 また、現在のところ水利権の協定等は取り交

わしておりません。 

 課題でございますが、やはり地域での受け入

れ体制、それからコーディネートする人材を見

出していくというようなことであるかなと思っ

ております。 

 ただ、消流雪用水確保のため調整会議を平成

18年度まで関係機関と開催しておりまして、野

川の流量や消流雪用水路流量についてはマニュ

アル等を作成して関係機関との連絡調整を図っ

ていくというようなことになっております。以

上でございます。 

 伊佐沢地区につきましては、そういった受け

入れ体制、地域ぐるみでの地域振興会というよ

うな組織がございますので、そういった地区に

つきまして交流やっている可能性があると思い

ますので、行政としても支援してまいりたいと

考えてるところでございます。以上でございま

す。 

○佐々木謙二議長 当局の皆さんに申し上げます

が、答弁は要点をまとめて簡潔にお願いいたし

ます。 

 遠藤正明農林課長。 

○遠藤正明農林課長 お答えいたします。 

○佐々木謙二議長 鈴木一則建設課長。  都市と農村、消費者と生産者の交流による効

果をどの程度想定しているのかというようなこ

とでありますが、その中で３点ほどあったと思

います。 

○鈴木一則建設課長 髙橋議員のご質問にお答え

いたします。 

 かわまちづくり支援事業とはということでご

ざいます。 

＋ ＋

 都市と農村あるいは消費者と生産者の交流に

関しましては、一貫して農林課で把握している

主な現状について申し上げますと、ＪＡ西根支

店におけるパルシステム生活協同組合連合会と

の交流が第１に挙げられると思います。交流は、

昭和54年ごろから実施しておりまして、米の特

別栽培の難しさなどを消費者に理解してもらう

ため田植えツアー、稲刈りツアーなどの取り組

みが行われておりまして、本市米の約１割弱の

米を提供しているというようなところでござい

ます。 

 平成21年度より国土交通省におきまして地域

活性化施策の重点化の一環として河川本来の自

然環境の保全、創出や周辺地域の環境との調和

を図りつつ河川をまちづくり、観光の核として

活用できるようにとする自治体に対して河川管

理者が支援・推進する事業ということで創設さ

れることになりました。 

 市といたしましても以前、15年から行ってい

ただいてますフットパス関連事業、ハード・ソ

フトの取り組みが東北管内におきましても先駆

的であるという評価がございまして、またフッ

トパスなどの利用の促進を図る整備の要望が市

民の方々からありましたので、ぜひこれにおこ

たえするためにもこのかわまち事業の取り組み

についてお願いをしてきたところ東北地方整備

局の推薦をいただいて20年度につきましては採

択に向けた準備を行ってきたというのが経過で

ございます。 

 そのほか伊佐沢地区あるいは平野地区におき

ます川崎市との交流がございます。 

 次に、行政とのかかわりでございますが、行

政といたしまして関係者でグリーンツーリズム

ネットワークを組織いたしまして、グリーンツ

ーリズムの普及啓発などを図ってきてるという

ようなところであります。あるいは飯豊の農家

民宿など先進地の視察研修を実施いたしており

ます。  １つ目のご質問の従来行ってきた国の事業が
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廃止されることで長井市で進めてきた事業がど

うなるかということでございますが、長井市に

かかわらず長井市や県、近隣で取り組まれた事

業には桜づつみモデル事業、それから米沢市で

行われました水辺の楽校、それから県などで行

われています水辺プラザ、ふるさとの川の事業

などがございます。これらは今まではそれぞれ

市町村単品の個別事業の展開という形でやった

ものですが、市全体でのまちづくりの一体とな

ってにぎわいのある河川空間をつくり出そうと

いうのがこのかわまちづくりの目的でございま

して、この支援制度の中に発展的に統合してい

くということでございます。 

＋

 具体的に長井市の分に置きかえてみますと、

例えば長井市から 上川右岸のさくら大橋と長

井橋間に 上川千本桜を沿川ずっと植えようと

いうような構想がございました。それに対しま

してあわせて狭隘で危険な市道金井神線、それ

から 上川東堤防線というふうな改良を何とか

組み合わせられないかという話を申し上げまし

て、この場合、日の出の築堤、それから慈光園

の川側の堤防ございますけども、そちらの方を

活用して、その天端を拡幅して活用できないか

というふうなお願いをいたしましたところ、こ

の事業の中で国としては市道や国の管理地を利

用して盛り土を行って基盤整備ができるという

ふうなご見解をいただいております。いわゆる

森地区で行った桜づつみモデル事業というよう

な形の似たような形になると思いますけども、

そのような市と国が両方でやることで効果が上

がるというふうな事業を添える形で新事業とし

ていくというようなことでまずございます。 

 それから２つ目のご質問のかわまちづくり計

画の策定状況についてでございますが、これま

で山形河川国道事務所と連携のもと 上川を中

心としたまちづくりに関係します団体の方々に

５回お集まりいただいて、実際に 上川を歩い

ていただき、まちづくり、今後の活動のために

必要な内容を盛り込むためにいろいろなご意見

をちょうだいし、計画をまとめてきたところで

ございます。 

 盛り込まれたものといたしましては、まずは

フットパスのコースの延長、整備、それから親

水護岸、例えば水まつりなどでいろいろとご要

望がありますカヌー船着き場とか、それから水

辺に親しむような箇所が少ないというようなと

ころのご要望。それから堤防階段といいまして、

まちから 上川の堤防に上がる箇所がなかなか

便利なところがないというようなこと。それか

ら車いすの方にもフットパスを利用していただ

こうというようなために緩傾斜、緩い傾斜の斜

路をつくるというようなこと。それから船通し

水路といいまして、今諏訪堰のところで船を渡

るときには遮断されてるわけですけども、それ

を諏訪堰の手前から若干水路を回し込みまして、

カヌーがそのまま諏訪堰でおりることのないよ

うに下流側に抜けられるようなことができない

かというようなこと。それから先ほど申し上げ

ました桜づつみなどでございます。 

 全国で２カ所ほどという非常に希少なモデル

事業になってございますので、現在河川管理者

でございます国交省と案につきまして協議を進

めております。申請の内容の内諾が得られれば

今月末にでも国土交通省の河川局長あてに申請

し、認定をいただく予定となっております。 

 ３つ目のご質問の市では具体的にどういった

事業を展開する構想を持っているかということ

でございますが、かわまちづくりの目指すもの

といたしまして川と都市の魅力を融合し、相乗

効果によって人々が親しみ誇れるまち、それか

ら 上川の舟運時代の歴史、文化を生かしてと

いうようなことが挙げられております。そちら

を計画の内容の具体的なまちなかの整備スポッ

トと合体させながら行うために、これから今ま

で川の中心でしたけども、まちなかの商店街の

方々、それからまちなかで活躍している関係の
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方々にお集まりいただいて協議会を組織をいた

しまして各方面からのご意見、協力をいただき

ながら必要なにぎわいや活性化のためのソフ

ト・ハードの整備に取り組んでまいりたいと考

えております。以上でございます。 

＋ ＋

○佐々木謙二議長 齋藤理喜夫商工観光課長。簡

潔に答弁してください。 

  （「対策本部についてだけ教えてください」

の声あり） 

○齋藤理喜夫商工観光課長 経済雇用対策本部に

つきまして、その内容につきましては小関議員

に対する答弁と同じでございます。 

 立ち上げの時期につきましては、当面現下の

経済対策について緊急を要するというふうな状

況もございます。関係団体の意向あるいは状況

なども確認しながら時期を逸することのないよ

うに努めてまいりたいというふうに考えており

ます。 

 企業誘致受注拡大に関するコーディネーター

につきましては、現在念頭に置いておりますの

は、愛知県に在住されており、長年にわたり自

動車関連産業を中心として多くの企業の方と幅

広い交流あるいはネットワークをお持ちの方を

お願いしたいというふうなことで考えておりま

す。以上です。 

○佐々木謙二議長 10番、髙橋孝夫議員。 

○１０番 髙橋孝夫議員 済みません。総務課長、

申しわけない。 

 時間ないので、再質問ちょっとさせていただ

きますが、市長、教育委員会の施設整備でかつ

て犠牲になったってちょっとざっと言いました

けれど、やっぱり専門の知識持ってる人を配置

しないと私はだめだと思うんですよ。一般行政

職を配置してもだめだと思うんです。そこに対

してとにかくことしはこうしたいということを

お聞かせいただきたいことと、職員採用計画の

ことはちょっと出ませんでしたので、いつごろ

まで大体想定してつくりたいのだという中身を

お聞かせください。 

 企画調整課長、済みませんが、この水利権の

問題はちゃんと整理しんなねなだなと思います。

課長が言われた内容での水利権だとは私、感じ

ていなんです。これからはあそこ流すために、

野川ちゃんと流れるようにするため水利権とる

のだ、高いお金出してって私は聞いてるんです

よ。だからそこはいずれかのときにちゃんと整

理をしなきゃいけないなと思いますが、これち

ゃんと協定というのは可能なんでしょう。それ

はどうですか。そこだけ 後にお聞かせをいた

だきたいと思います。 

○佐々木謙二議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 施設整備室の方ですけども、こ

れはしかるべき建築の資格等々持ってる人間を

配置しなければならないと。市役所内には一級

建築士３名いらっしゃいますんで、そのうちど

なたかを充てなきゃいけないというふうに思っ

てます。 

 あともう１点は、施設整備室の中にその個人

だけが孤立するんじゃなくて、あくまでもチー

ムワークでやるということで、係よりはもう少

し幅広く連携とれるような体制をとっていきた

いと思いますし、できればそこに管理職クラス、

主幹級を置きたいというふうに考えてるところ

です。 

 あともう１点、採用計画でございますけども、

20年度でもう既にほぼ目標に達したということ

でありますので、22年までの計画だったんです

が、21年度中に22年以降の採用計画を何とか検

討して策定していきたいというふうに思ってる

ところでございます。以上です。 

○佐々木謙二議長 遠藤健司企画調整課長。 

○遠藤健司企画調整課長 野川の水利権ですが、

長井ダム建設当時にはその水利権はなかったと

いうようなことでございます。これから水利権

を取得できるかどうかについては、勉強、研究

させていただかないとちょっとお答え申し上げ
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られないというふうに思います。 

＋

○佐々木謙二議長 10番、髙橋孝夫議員。 

○１０番 髙橋孝夫議員 ありがとうございまし

た。 

 

 

 藤原民夫議員の質問 

 

 

○佐々木謙二議長 次に、政党代表質問を行いま

す。 

 順位４番、議席番号12番、藤原民夫議員。 

  （12番藤原民夫議員登壇） 

○１２番 藤原民夫議員 私は、日本共産党を代

表し、通告しております置賜広域行政事務組合

が建設した千代田クリーンセンターごみ焼却炉

建設に絡む、大手プラントメーカー５社の談合

問題と置広事務組合が損害を受けたことに関す

る賠償請求についての１件について内谷市長に

お尋ねをするものであります。 

 全国の自治体が実施したごみ焼却炉建設工事

の入札をめぐって談含があったとして、公正取

引委員会は、1999年、大手プラントメーカーで

ある５社、ＪＦＥエンジエアリング株式会社、

元日本鋼管株式会社、日立造船株式会社、株式

会社タクマ、川崎重工業株式会社、三菱重工業

株式会社の５社に対して、公正取引委員会が平

成11年、私的独占の禁止及び公正取引の確保に

関する法律、いわゆる独占禁止法違反による排

除勧告を命じたのであります。 

 これに対してこれら５社がこの公正取引委員

会の独占禁止法違反による排除勧告に応ずるこ

とを拒否したため審判が行われたのであります。

平成18年６月、公正取引委員会は、談合を認定

して、排除措置を命じる審決を出したのであり

ます。 

 ところがこの５社は、これを不服として、東

京高等裁判所へその取り消しを求めて提訴した

のであります。 

 この５社は、この審決の取り消しを求めて争

いましたが、東京高等裁判所は、昨年、平成20

年９月26日、この５社の請求を棄却する判決を

出して公正取引委員会の主張を認めた、つまり

置賜広域行政事務組合が不正に過大な公金の支

出を余儀なくされた、そのことを認定したので

あります。 

 東京高等裁判所は、さらに平成６年４月から

平成10年９月の間、５社が全国30工事で受注企

業をあらかじめ決めたと談合があったことを認

め、大手プラントメーカー5社の請求を棄却し

ております。 

これに対して５業者は、上告しているというこ

とであります。 

 市民オンブズマン山形県会議によりますと、

この全国30工事の中に置賜広域行政事務組合と

西村山広域行政事務組合の県内２組合が建設し

たごみ焼却炉新設工事の入札も含まれていると

いうことであります。 

 談合は犯罪であり、行政や住民に大きな損害

を与えるものであって許されるものではなく、

自治体はこうした行為に対して断固とした措置

をとるべきものと考えるものであります。 

 全国の自治体が実施したごみ焼却炉建設工事

の入札をめぐって談合していたと命じた問題で、

市民オンブズマン山形県会議は、この２月10日、

置賜広域行政事務組合に対して大手５社と株式

会社荏原製作所が談合した入札によって株式会

社タクマが、99.23％という高い落札率、つま

り、同じような工事の平均落札率は89.76％と

いうことでありますが、このように高い金額で

落札したこと、そしてその結果、置賜広域行政

事務組合が不正に過大な公金の支出を余儀なく

されたことに対して安部理事長あてに公開質問

書を送っているということであります。 

 市長にお尋ねをいたしますが、この公開質問

書の趣旨と質問内容について市長はどのように
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